
【資料１】

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略
基本目標（数値目標）の達成状況

令和６年度実施市民アンケートの結果による。

備　　考

備　　考
令和６年度実施市民アンケートの結果による。このアンケートにおいて、子育て世帯の「子育て支援体制
の充実が進められている」の満足度の割合は21.8％となっています。

備　　考

総合計画 リーディングプロジェクト ３．
結婚・出産・子育てしたいと思われる環境を構築する

総合戦略 基本目標

令和６年調査
70.9%

令和６年調査
70.9%

企画政策
課

令和元年度
14％

総合計画 リーディングプロジェクト １．
既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する

総合戦略 基本目標

2,412人 2,409人
企画政策
課

市内従業者数
令和元年
38,625人

令和７年
38,700人

総合計画 リーディングプロジェクト ２．
職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増
やす

目標値

令和元年
2,587人

令和７年
2,550人

総合戦略 基本目標

指標 現状値

転入人数
令和元年
2,253人

令和７年
2,300人

令和７年度
20％

総合計画 リーディングプロジェクト ４．
時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循
環を導く総合戦略 基本目標

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

担当課

令和６年調査
12%

令和６年調査
12%

企画政策
課

大和郡山市の子育て環境に
満足している人の割合

指標 現状値 目標値

これからも大和郡山市に住ん
でいたいと思う市民の割合

令和元年度
60.7％

令和7年度
70％

担当課

40,758人
(R3年経済セン
サス-活動調

査)

40,758人
(R3年経済セン
サス-活動調

査)

地域振興
課

令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

令和７年度
達成状況
（見込含む）

備　　考

市内従業者数については、令和3年経済センサス-活動調査の値を記載。（経済センサス-活動調査は５
年１度。）

令和６年度
達成状況

指標 現状値 目標値

転出人数

2,364人 2,228人
企画政策
課

令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

令和７年度
達成状況
（見込含む）
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）
KPI
関
連

A

B

３．実施事業
関連

-

A
B

A

-

-

-

ハローワーク等との連
携による人材確保の
支援

市内大型商業施設であるイオン
モール大和郡山店での「出張ハ
ローワーク」を実施する。

令
和
7
年
度
取
組
み

事業名
企業立地の促進

経営相談窓口の開設

工場等設置奨励条例
に基づく工場新設及
び増設への資金支援

セミナー開催等による
人材育成支援

主な成果・今後の取り組み等
引き続き、企業・事業者の確保に有
効な施策を検討する。

事業概要
地区計画の策定により企業立地を
促進していく。

上記奨励金に加え、市内在住者を
新規常用雇用した交付対象事業者
へ雇用促進奨励金を交付する。

地域振興課

大和郡山市内に事業所をもつ事業
者に対し、人事・労務セミナーを開
催する。

市内に工場を新設または増設、移
設した製造業・道路貨物運送業・梱
包業の事業者に対し、奨励金を3年
間交付する。

奈良県働き方改革推進センターと
協力し、令和7年度雇用対策セミ
ナーを開催した。セミナー開催によ
り、9名の事業所等の担当者が参加
した。
令和7年度「出張ハローワーク」は、
イオンモール大和郡山で7月に女
性・高齢者向け無料相談会が開催
された。延べ71名の就職希望者が
参加した。

市内商業者を対象として中小企業
診断士による経営相談を実施する。

大和郡山市商工会への委託業務と
して実施し、令和7年度は　事業
所、延べ96回中小企業診断士が各
事業所を訪問し、経営相談を行っ
た。

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

誘致企業における雇
用促進への助成

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

総合戦略

基本目標

施策

担当課
まちづくり戦
略課

備　　考

令和７年度
達成状況
（見込含む）

累計18件
(4件追加)

4,901億円
(2024年経済構造実態
調査(製造業事業所調

査))

担当課

地域振興課
工場等設置奨励金
交付件数

令和３年度から７年度まで
累計交付件数　　　18件

地域振興課

既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する

1.1 企業の経営安定支援

施策内容
　安定した雇用と地域活力の創出のため、本市産業の特性である昭和工業団地をはじめとした製造業の振興や企
業・事業者それぞれの積極経営の支援、優秀な人材確保と人材育成の支援に取り組みます。
　また、昭和工業団地における人材確保やＰＲ活動、奈良工業高等専門学校の「地（知）の拠点」としての活動など、
それぞれの主体的活動がより一層充実できるよう、必要な場合には連携関係の構築に取り組みます。

地域振興課

令和7年度は、4件交付し、市内企
業立地と設備投資の促進を図っ
た。今後も継続して支援する。

令和7年度は、1件交付し、市内在
住者の新規常用雇用の促進を図っ
た。今後も継続して支援する。

地域振興課

地域振興課

地域振興課

累計14件
(2件追加)

製造品出荷額
令和元年
4,915億円

令和７年
5,000億円

4,737億円
(2023年経済構造実態
調査(製造業事業所調

査))

2023年経済構造実態調査(製造業事業所調査)による2023年(令和5年)の製造品出荷額の数値。
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【資料１】
関連

-

令
和
7
年
度
取
組
み

昭和工業団地協議会
への市職員派遣によ
る振興支援

昭和工業団地のまちづくり担当とし
て市職員を派遣し、地域の課題解
決や活性化を図る。

事業名 事業概要
地域振興課昭和工業団地協議会において、企

業の雇用確保の機会創出につなが
る企業合同説明会が開催された。
15社の企業が出展し、計65名(一般
就職希望者56名、高校生9名(教
員・保護者含む))が参加した。また、
奈良県と協働して策定した「まちづ
くり基本計画」に基づき引き続き事
業を展開している。

担当課主な成果・今後の取り組み等
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業
関連

B
C

B
C

-

-

地域振興課昭和工業団地協議会と連携し、工
業団地内企業等を対象とするセミ
ナーを計2回開催し、計149名が参
加した。

業種の異なる企業が交流する場を
創出することで、販路拡大の機会を
生み出す。

異業種交流による販
路拡大の支援

地域振興課

産官学の連携強化 産学官の連携を強化することで、人
材の確保や技術開発などに繋げ
る。

昭和工業団地協議会において、大
学生や高校生を対象に団地内の事
業所を知ってもらう「企業紹介ツ
アー」を開催された。24名(保護者
等を含む)が参加した。令和8年度
以降も継続して開催し、地元での就
職に繋げたい。

施策内容

創業関係講座の市内
受講者数

20人 19人

新規創業者の創業支
援資金利子補給

大和郡山市商工会が開催するス
クール等を受講し、日本政策金融
公庫より創業関連の借り入れを行っ
た場合に支払利息の一部を補助す
る。

商工会補助金の一部として積算し、
商工会より政策金融公庫の創業関
連融資制度の利用者に支払利息
の半額補助を行った。

創業支援等事業計画に則り、創業
希望者を連携支援機関と共に支援
する。

令和6年度から引き続き、大和郡山
市商工会・奈良県よろず支援拠点
が実施する「創業スクール」、「夢を
かなえる土曜塾」及び「個別相談事
業」を認定事業とし、創業希望者を
支援した。

令和元年度
14人

令和7年度
14人

3,300事業所
(R3年経済センサ

ス-活動調査)

令
和
7
年
度
取
組
み

地域振興課

事業所数
令和元年

3,143事業所

　新規創業者の創業支援や、新たな事業にチャレンジする地域ブランドイメージを確立するため、開業資金融資利
子補助、創業場所となる物件紹介など、地元商店街や金融機関等と連携し、地域が主体となった総合的な起業支
援の仕組みづくりに取り組みます。
　また、市場環境の変化や新たなビジネス機会の活用など、民間事業者のスピード感に対応できる地方創生に取り
組むため、必要な体制づくりを推進します。

29団体 34団体 企画政策課
令和元年度

27団体
令和7年度

33団体

目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

備　　考

事業所数については、令和3年経済センサス-活動調査の値を記載。（経済センサス-活動調査は5年１度。）

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する

1.2 新たな産業振興と起業の活性化

指標 現状値

アイディアサポート事
業申請団体数

令和7年
3,150事業所

3,300事業所
(R3年経済センサ

ス-活動調査)

創業支援事業計画を
策定し、創業希望者
へのワンストップ支援
体制の構築

地域振興課

地域振興課

地域振興課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
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【資料１】
関連

-

-

A

令
和
7
年
度
取
組
み

昭和工業団地内企業
相互の情報交換及び
連携の支援

企業間の情報交換や連携の機会を
増やすことで、雇用の確保やビジネ
スマッチングに繋げるなど、企業経
営に寄与する。

昭和工業団地協議会において、若
手の発案によって始まった「おしご
とフェスタ(職業体験)」を開催され
た。多数の参加を得た。また、令和
5年度より引き続き地元小学校へ
キャリア教育も実施し、6社(計9回)
が出張授業や工場見学等を行っ
た。

地域振興課
事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

アイディアサポート事
業の実施

まちづくりに主体的に参加・参画す
る市民グループが、自らの無償の
労力を基本に、自主的かつ積極的
におこなう公益活動に対して、活動
資金の一部を補助する。

毎年度約３０団体が認定され、自主
的に公益活動を行っている。今後
も、継続して事業を実施し、市民の
自主的かつ積極的な公益活動を支
援する。

企画政策課

リノベーションスクー
ルの実施

市内に実在する空き家や空き店舗
をモデルとして、具体的な事業プラ
ンを作り、実事業化を目指すととも
に、持続可能なストック型社会に対
応した新たな職能をもつ人材の育
成を行う。

令和2年3月に策定した「大和郡山
城下町エリアリノベーションまちづく
り戦略ガイドブック」に則った施策を
さらに進めるために、本市のまちづ
くりプロデューサーとともに、公民連
携によりパートナーシップ会議や定
期マーケットを継続して実施する。
また、実在する空き家での事業化を
テーマに開催した創業支援プログ
ラムの参加者4名が1軒の空き家で
事業化し、その後も創業に興味をも
つ人からの問合せは増加傾向にあ
る。

まちづくり戦
略課
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業
関連

A

B

B

-

C

農業経営所得の安定
対策

需要に応じた米作りに取り組めるよ
う、生産目標数量を設定。
また、国の農業政策に応じた転作を
行う生産者には、取組面積に応じて
交付金を交付。

経営所得安定対策事業による交付
金を農家に交付し、農家の経営安
定を図った。

農業水産課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
新規就農者への支援 認定新規就農者の経営開始資金

の交付や、就農後の経営発展のた
めの機械や施設の導入をする新規
就農者に資金を交付する。

新規就農者の定着が図られてい
る。今後も継続して取り組む予定。

多面的機能支払交付
金事業

地域共同で行う、多面的機能を支
える活動や、地域資源（農地、水
路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援した。

農作物の被害が軽減された。 農業水産課

農業水産課

農業生産基盤の整備 農業者が経営規模の拡大や農作
物の高付加価値化・品質向上のた
め、農作業用道路を整備するため
の実施設計を行った。

農産物の生産性の向上を図ること
ができた。

農業水産課

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

令和7年度
累計10人

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

農業次世代人材投資
資金・経営開始資金
の給付者数

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

累計19人
（5人追加）

累計22人
（3人追加）

農業水産課

令
和
7
年
度
取
組
み

21.3ha 22.7ha 農業水産課

31団体 30団体 農業水産課

農業・農村の有する多面的機能が
今後とも適切に維持・発揮されるよ
うにすることができた。

農業水産課

有害鳥獣駆除事業 農作物の鳥獣被害防止対策とし
て、奈良県猟友会が行う駆除活動
に対して補助する。

備　　考

令和4年度より、農業次世代人材投資資金は経営開始資金に名称変更

既存事業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出する

1.3 雇用を生み出す農業の確立

施策内容
　都市と農業環境とが調和している特性を活用し、農業を「雇用を生み出す産業」として確立するため、新規就農の
支援や地産地消の推進、伝統野菜の栽培促進、地域の農産物情報の発信などに取り組みます。
　また、生産者並びに販売・流通事業者が行う地産地消の推進、地元農産品のブランド力向上や販売促進に向けた
自立的な活動について、適切な協働関係のもとで必要な支援を検討し、取り組みます。

令和元年度
31団体

令和7年度
32団体

令和元年度
累計8人

遊休農地面積
令和元年度

26.6ha
令和7年度

23.0ha

多面的機能支払交付
団体数
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【資料１】
関連

C

-

農業振興協議会による農産物品評
会やお城まつりでの農作物の即売
会を行い、市内で生産される農作
物のPRを行った。

農業水産課

主な成果・今後の取り組み等 担当課

農産物販路拡大の支
援

市内農産物の販売、PR等を行う。

農地中間管理事業 公的機関である「なら担い手・農地
サポートセンター」が農地の出し手
と受け手をつなぎ、農地の貸し借り
を推進する。

事務補助を継続的に行い、担い手
の農地の集約・集積を今後も推進し
ていくことにより、耕作放棄地の増
加の防止を図る。

農業水産課
事業名 事業概要

令
和
7
年
度
取
組
み
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

３．実施事業
関連

B

-

A

-

-

令
和
7
年
度
取
組
み

住宅相談窓口の設置 6月から2月の第3水曜日に県の相
談員による住宅無料相談を実施。
内容はリフォーム、耐震診断、耐震
改修、バリアフリー等に関する相
談。

令和3年度から令和7年度まで
累計　65件

令和6年度までに実施 災害対策課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
空き家の実態調査 国の統計調査のみでしか把握でき

ていなかった空き家の件数を実地
調査にて把握する。地元消防団へ
依頼し、防火・防犯の観点からも建
物に問題がないか調査を行う。

今後周囲に危険を及ぼす恐れのあ
る空き家の事前把握を目的とし、本
調査によって空き家と判定された１,
２９１件のうち、調査時に消防団によ
る指摘事項があった４４９件を精査
した。

災害対策課

空き家バンクの充実と
活用

空き家の利活用促進のため、空き
家バンクにより、空き家の所有者と
購入・賃借希望者を結びつける。

新たに1件の新規物件登録があり、
1件の成約に結びついた。今後も空
き家相談会を実施し、成約件数の
増加を図る。

まちづくり戦
略課

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

既存木造耐震診断及
び改修実施件数

累計50件
（18件追加）

累計60件
（10件追加）

入札検査課

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

空き家の実態調査

既存木造住宅の耐震
診断助成、既存木造
住宅の耐震改修助成

耐震診断助成は、市から診断員を
派遣し、診断を実施（無料診断）。
耐震改修助成は、耐震改修工事費
の1/3を補助（限度額50万円）

市内住宅の耐震化を進めることが
できた。今後も事業を継続し、住宅
耐震化の促進を図りたい。

入札検査課

相談件数は2件。今後も窓口を設置
し、より多くの方に利用していただけ
るよう周知を図っていきたい。

入札検査課

住宅リフォームへの助
成

市内住宅関連産業及び市内の消
費喚起を目的として、市内の事業
者による対象エコリフォーム工事を
含んだ工事費が40万円以上のリ
フォーム工事をした市内在住者に、
市商工会が発行する「市内共通商
品券5万円」を交付する。

令和7年度は29件計1,450,000円分
の商品券の交付となった。引き続き
市内住宅関連産業の振興及び市
内消費喚起を行う。(30件申請中、１
件は工事取り止め)

地域振興課

備　　考

職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増やす

2.1 住宅ストックを活用した定住促進

施策内容
　大阪・京都圏とつながる鉄道網を活かした定住都市としての姿を再生するため、既存の住宅ストックの有効利用に
向け、各種リフォームや省エネ設備の設置支援等に取り組みます。

全2,054件の
調査完了

調査によって空
き家と判定された
１,２９１件のうち、
調査時に指摘事
項のあった４４９

件を精査
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【資料１】
関連

-

-

-

担当課事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等

市営住宅(改良住宅)空家の入居に
より地域活性化を目指すため、募集
対象とする住戸数の拡充を行う。ま
た、耐用年数は経過していないが
老朽化している住宅の外壁改修を
行い長寿命化を図る。

空家の住宅改修を行い募集戸数の
増加を目指す。令和７年度は外壁
補修を一カ所行い、長寿命化の向
上を図った。今後も老朽化している
住宅の外壁補修を実施する予定で
ある。

住宅課

家庭用燃料電池設置
への助成

家庭用蓄電池（エネファーム）を設
置した市民に対し、５万円の商品券
を助成する。

３６件の助成を実施。次年度も継続
予定。

環境政策課

令
和
7
年
度
取
組
み

市有地分譲による若
者定住促進の検討

一部の市有地を分譲住宅地とし
て、インターネットオークションにて
売却を目指し、定住を促進する。

令和４年度に実施した市有地の再
鑑定をもとに、令和５年度に売却価
格の見直し等を行い、インターネッ
トオークションに出品し、１件売却で
きた。令和6年度は6件売却。今後も
継続していきたい。

総務課
まちづくり事
業課

市営住宅の入居促進

9



【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

３．実施事業
関連

A
B

A

B

-

-

商店街が自発的に実施し、集客を
図っていく努力へ援助を行い、「柳
町商店街」では「金魚ストリート祭」、
「筒井プラザ商店街」では「郡山筒
井バル」を開催している。

情報マネジメントによ
る情報発信の充実

観光、防災、行政情報など市が保
有する多種多様な情報を分かりや
すく発信する。

効果的な情報発信を目指し、広報
紙のリニューアルを行った。今後も
分かりやすく迅速な情報発信に努
めたい。

企画政策課

令
和
7
年
度
取
組
み

地域振興課

商店街向けセミナー
開催の支援

商工会と連携し、商業活性化を推
進する。

商工会が行う商店街活性化アドバ
イザー事業と連携して行っている。

地域振興課

商店街のブランドイ
メージの再構築支援

活性化のための独自事業を継続的
に行うことにより、商店街のブランド
イメージを高める。

商店街が継続的に行っている独自
事業について、PR等の支援に努め
た。また、商店街のブランディング
化として実施ている「金魚ストリート
事業」や「筒井プラザ商店街会PR事
業」について支援を行った。

地域振興課

商店街の空き店舗対
策の検討

空き店舗の店舗前で販売等を行
い、商店街の連続性を再現し、商
店街に人を呼び込み空き店舗対策
に繋げる。

商店街がイベントの際には、空き店
舗前で販売や、金魚すくいなどを実
施するなど独自に事業を実施して
いる。

地域振興課

商店街での活性化イ
ベントへの支援

郡山地区の「やなぎまち商店街」と
筒井地区の「筒井プラザ商店街」を
事業支援する。

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

令和3年経済センサス‐活動調査による2020年(令和2年)の商品販売額(小売業)の数値。

858億円
(R3経済センサス

‐活動調査)
地域振興課

令和元年
969億円

令和7年
970億円

備　　考

商品販売額（小売業）
858億円

(R3経済センサス
‐活動調査)

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

商店街によるイベン
ト・事業件数

令和３年度から令和７年度まで
累計件数　　15 件

累計10件
(2件追加)

累計12件
(2件追加)

地域振興課

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

施策内容
　市内商業の充実と魅力向上により、来訪者の増加や市内居住の快適性・利便性向上を図るため、商店街の主体
的なイベント・事業等への支援を継続・充実します。
　また、商業関係者と市内企業や事業者とのコラボレーションによるイベント開催など、次世代を担う商店主等の主
体的な活動を支援する仕組み構築に取り組みます。

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増やす

2.2 商業の活性化
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業
関連

A

-

C

令
和
7
年
度
取
組
み

地域振興課

事業概要
金魚マイスター養成塾全５回を開
講。既修者向けのフォローアップ講
座も２回開催した。また、金魚マイス
ターによる学校への金魚出前講座
や市民が参加する各種金魚イベン
トを開催した。

まちづくり事
業課

金魚が泳ぐまちづくり
事業

事業名

郡山城跡を観光の核とし、その周
辺の城下町の観光業での活性化
を目指す。

金魚を飼う文化を内外に広めるた
め、金魚マイスター養成塾を開講
する。

主な成果・今後の取り組み等

ふるさと納税額

企画政策課
農業水産課
地域振興課
生涯学習課

担当課

地域ブランド向上に
関連するイベント開
催数

累計44回
（追加13回）

累計57回
（追加13回）

令和３年度から令和７年度まで
累計開催回数100回

観光振興賑わい創出
事業

本市の歴史や文化に根付いた地
域資源を活用し、郡山城や金魚す
くい選手権大会を核にした観光振
興を進める。

第30回全国金魚すくい選手権大会に
おいては、競技用音源の刷新やマス
コットキャラクターの着ぐるみ更新、さら
にはグランドチャンピオン大会の同時開
催など、記念大会にふさわしい盛り上が
りを創出した。また、NHK大河ドラマ「豊
臣兄弟！」を契機に注目が高まる郡山
城で開催した第23回大和郡山盆梅展
は、前年比約1.5倍の入場者数を記録
した。加えて、お城祭りにおける時代行
列出陣式には、大河ドラマのキャストを
招聘するなど、いずれの事業も大盛況
のうちに終了した。

郡山城を活かしたま
ちづくり事業

令和７年３月郡山城跡公園を全面
供用開始をすることができた。
郡山城にぎわいづくり事業におい
て、イベントを実施していく。

備　　考

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

令和7年度
200,000,000円

令和元年度
118,676,078円

企画政策課
4億2,544万6千

円
3億9,963万2千

円

職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保により定住者を増やす

2.3 地域ブランドの向上

施策内容
　本市の歴史や文化に根付いた地域資源を活用し、これまでの取り組みを検証・継承するとともに、全国金魚すく
い選手権大会を核にした金魚が泳ぐまちづくりの一層の推進、郡山城天守台石垣整備に伴う展望施設の整備に
よる郡山城を活かしたまちづくりの推進、物語性を持った各種情報発信など、大和郡山市らしさがあふれる地域ブ
ランド向上に取り組みます。
　また、リニア中央新幹線中間駅設置の提案による地域活性化を目指すとともに、それらの活動を通じ、本市の各
種ＰＲとブランドイメージの周知に取り組みます。

地域振興課861,479人
1,031,161人
（推計値）

観光客数
令和元年度
1,411,590人

令和7年度
1,550,000人

農業水産課
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【資料１】
関連

C

-

-

B

B

-

-

地域振興課

情報マネジメントによ
る情報発信の充実
【再掲】

観光、防災、行政情報など市が保
有する多種多様な情報を分かりや
すく発信する。

効果的な情報発信を目指し、広報
紙のリニューアルに向けて検討を
行った。今後も分かりやすく迅速な
情報発信に努めたい。

企画政策課

おしごとフェスタの開
催支援

昭和工業団地協議会主催の「おし
ごとフェスタin大和郡山」に人材・
物品の両面から支援を行うことによ
り子どもたちの職業体験の場を提
供する。

令和7年度は18社の企業・官公庁
がブース出展し、約1,100名が来場
した。令和8年度も継続して支援を
行う。

城下町の風情を残すため町家風
の住宅への修景整備補助を実施
する。

令和2年度から、10地区あった事業
地区を一つに統合し、円滑な推進
を図っている。

まちづくり戦
略課

リニア中央新幹線中
間駅設置の提案

リニアの効果により、奈良県はもと
より、広くは紀伊半島を中心とする
広域的な活性化の実現に向け、
本市への中間駅設置を提案する。

期成同盟会総会を開催し、市民、
議会、行政が一体となったＰＲ活動
を展開し、県内の多くの市町村長に
より構成される「奈良県にリニア
を！」の会においては、県南部への
効果波及の最適地への中間駅設
置などの提言がなされた。

地域ブランド創出事
業

郡山城を案内できる「郡山城天守
台・石垣の語り部」の活動を実施
する。

郡山城天守台展望施設の利活用
による郡山城にぎわいづくり事業
を実施する。

来訪者に天守台等を案内。（土日
祝日）令和7年度は、活動日数55
日、延べ2159人の案内を行った。

令和7年度は、郡山城にぎわいづく
り事業として金婚式、観月会、プロ
ジェクションマッピングや初日の出
天守台開放などを実施した。

街なみ環境整備事業

ポータルサイトの追加等により、令
和7年度は約4億円の寄附額となっ
た。今後も、返礼品の新規開拓等
により、寄附額のさらなる獲得を目
指す。

企画政策課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等

ふるさと納税の推進 大和郡山市を応援しようとする
方々から寄附金をいただき、本市
を発展させるための事業に活用す
るため、新たな財源を確保する。

企画政策課

地域振興課

まちづくり事
業課

担当課

企業版ふるさと納税
の推進

企業版ふるさと納税は、国が認定
した地方公共団体の地方創生プロ
ジェクトに対して企業が寄附を行っ
た場合に、法人関係税から税額控
除する仕組みである。

本市のプロジェクトを紹介するパン
フレットとPR動画や県主催のマッチ
ング会でのプレゼンなどを行い、令
和7年度は、寄附の実績としては、2
企業より980万円の寄附を受けた
（物納を含む）。

企画政策課

令
和
7
年
度
取
組
み
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

３．実施事業
関連

-

-

-

令
和
7
年
度
取
組
み

母体・胎児・乳幼児の健康の保持
増進を図るため、それぞれのステー
ジに合わせた健康診査を実施し、
異常等を早期に発見し、適切な指
導や治療を期する。令和８年度から
は妊婦歯科健診を実施。

妊婦及び乳幼児健
康診査

妊婦一般健康診査補助、産婦健
康診査補助、新生児聴覚検査補
助、１か月児健康診査補助、乳児
（4か月児・7か月児）健康診査、12
か月児育児相談、1歳6か月児健
康診査、2歳６か月児歯科健診、3
歳児健康診査を実施している。

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等

産後ケア事業は令和７年度は288件
（79人）の利用があった。日帰り型
産後ケア（デイサービス）、宿泊型産
後ケア（ショートステイ）に加え、令
和８年度から訪問型産後ケア(アウト
リーチ)を実施。産婦のニーズに合
わせて利用いただけるよう、デイ
サービスの時間を３パターン設定し
ている。

風しんワクチン等予
防接種の助成

平成31年２月政令改正され、昭和
37年4月2日～昭和54年4月1日生
の男性を対象に風しんの抗体検
査及び予防接種を実施することと
なった。

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

指標 現状値 目標値 担当課

認定こども園整備完
了箇所数

保育支援
課

令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

待機児童数
令和元年度

23人
令和7年度

0人

結婚・出産・子育てしたいと思われる環境を構築する

3.1 出産・子育てに関する支援

施策内容
　安心して出産・育児ができる環境の構築に向け、妊婦及び乳幼児が心身ともに健康を保つための支援や、放
課後児童クラブにおける質の向上と運営方式の移行、親子たんとん広場事業の充実、夫婦で子育てに取り組む
ための支援の充実に取り組みます。
　また、保育や教育の充実に向け、子ども子育て支援事業計画を踏まえた認定こども園の設置、余裕教室の活
用による放課後児童クラブの受入体制の整備に取り組みます。

備　　考

保育支援
課

5人

累計3園

6人

累計3園
令和元年度
累計　2園

令和7年度
累計　3園

担当課
保健セン
ター

産前産後ケア（妊婦
及び乳幼児への訪問
指導）の充実

全出生児に対するこんにちは赤
ちゃん訪問や未熟児訪問を実施
しているほか、乳児妊産婦訪問を
随時実施している。

麻しん風しんワクチンの供給不足に
より、令和６年度中に抗体検査を受
けた対象者のみ接種期間が令和９
年３月３１日まで延長となった。
今後も周知や対応を継続して行う。

保健セン
ター

保健セン
ター
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【資料１】
関連

-

-

A

B

-

-

令
和
7
年
度
取
組
み

子育ち支
援課

放課後児童健全育
成事業

放課後児童クラブの運営に対する
補助を行う。また、現在の放課後
児童クラブの多くは、保護者会で
運営されているため、地域の特色
を生かした運営ができるが、保護
者の負担が多大であるので、地域
の特性を生かしつつ、保護者負担
の軽減及びサービス向上を図るた
め、「大和郡山市放課後児童クラ
ブサポートセンター」を設立する。

令和５年度に大和郡山市放課後児
童クラブサポートセンターを設立し、
各学童保育所の主任級支援員によ
る代表者会議の開催のほか、ICTシ
ステム「コドモン」導入による利用料
徴収事務の支援等、保護者の負担
になっている運営業務の支援に加
え、希望する学童保育所について
はサポートセンターへの運営移行
の実施及び統一的な運営の実施に
向けた協議を進めた。

保育支援
課

健康教育（ママパパ
クラス、子育て教室
等）の充実

ママパパクラス12回/年、子育て
教室5回/年、カンガルー教室12
回/年を実施、継続しているほか、
ダウン症児の家族のつどい、健康
教育講話を随時実施している。

父母や保護者・乳幼児が集う場を
提供することで、妊娠・出産・育児に
おける知識普及や横のつながりの
支援、また乳幼児の健全発達の支
援を図る。
ママパパクラスの沐浴編の参加希
望者の増加に伴い令和６年から年
間の回数を増やして対応している。

保健セン
ター

認定こども園整備事
業

平成30年度に矢田認定こども園、
令和2年度に平和認定こども園の
建設を完了させ、市民の保育ニー
ズに対応する。

保育支援
課

特別保育（病児保
育・休日保育・一時
保育・延長保育）の実
施

延長保育は市内の各保育園及び
認定こども園で実施。一時保育は
4園で実施。
病児保育については、病児対応
型、病後児対応型を各１園ずつ実
施。

令和６年３月に大和郡山病院敷地
内に病児対応型の病児保育園「の
びのび」が開園。令和７年７月にま
つい赤ちゃんキッズクリニック内に
病児対応型の病児保育園「にこ
るーむ」が開園。その他特別保育に
ついては、事業継続及び拡大のた
めのサポートを継続実施。

保育支援
課

民間保育園施設整
備への支援

令和2年度に大和郡山カトリック幼
稚園及びいずみこども園の建て替
えに伴い、定員の増加を図る。
令和５・６年度に昭和こども園の建
て替えに伴い、定員の増加を図
る。

大和郡山カトリック幼稚園で保育園
型５０名、いずみこども園で保育園
型６名の定員増加を行った。令和５
年度より着手していた昭和やまとこ
ども園(令和６年４月より昭和こども
園から名称変更)の建替え工事につ
いては、令和６年度末に整備完了
し、保育園型１５名、幼稚園型２０名
の定員増加を行った。

保健指導の充実 出生れんらくカードの回収、乳幼
児妊産婦歯の相談（健康診査時
に実施）、子どもすこやか相談（保
健センター・保育園・こども園・幼
稚園）のほか、随時電話や来所の
相談に応じている。

妊産婦や乳幼児に対する歯科保健
や健全発達の相談を通じ、できるだ
け早い時期から関与し相談指導が
行える体制づくりを図る。

保健セン
ター

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

予定通り、令和２年度に平和認定こ
ども園の建設を完了した。
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【資料１】
関連

-

-

-

子育ち支
援課

親子たんとん広場事
業

親子の交流の場として市内5か所
で開催。子育てに不安を持つ親
たちの心的負担を緩和するため、
栄養士相談や保健師相談等を開
催する。

市役所交流棟の『親子たんとん広
場みりお～の』や平和小学校の『と
とランド』での土日の開催等、父母と
もに利用できる環境づくりを図った。
引き続き、親子交流の場として、ま
たは身近な相談場所として機能す
るよう、環境を整備していく。

子育ち支
援課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

子育ち支
援課

令
和
7
年
度
取
組
み

ファミリーサポートセ
ンター事業

育児の援助を受けたい人と行いた
い人が互いに会員になり、託児等
を実施する。近年、担い手が不足
する一方、働き方の多様化等によ
り、需要は高まっている。

担い手不足に対応するため、引き
続き、事業の維持のため会員の確
保のための周知等を行っていく。

きんとっと広場事業 実施せず。 各こども園での子育て支援事業の
充実の他、新たに「ぴよぴよ絵本広
場」を年６回に増やして開催。地域
の親子がいっしょに遊び、ふれあう
機会として、継続して実施していく。
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業
関連

Ａ

－

Ａ

－

－

－

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

市内児童生徒数 5,421人 5,260人

幼稚園、小・中学校
トイレ洋式化率

令和元年度
39.3％

令和7年度
70.0％

69.3% 90.0% 教育総務課

教育総務課

地産地消食材を使用
した学校給食献立の
実施回数

令和元年度
52回

令和7年度
55回

国による学級編制の標準の引下げ
により、小学校では35人を上限とす
る学級編制となった。今後もきめ細
かな教育の推進及び充実に取り組
む。

学校教育課

ＡＬＴ（外国語指導助
手）の配置による英語
教育の充実

カウンセラーからの専門的な助言に
より、児童・生徒の内面を理解し、支
援の在り方等を講ずることで問題を
解決することができた。

学校教育課

5名のALTが、小学校、中学校、幼
稚園を巡回し、子ども達とコミュニ
ケーションを図る。

外国人とのコミュニケーション能力
の基礎が身についてきていることか
ら、今後も活用を続ける。

学校教育課

分教室「ＡＳＵ」等によ
る不登校対策の充実

不登校児童・生徒の現状の把握に
努め、子ども達の居場所づくりに取
り組む。

分教室化したことにより、支援の充
実が図られている。不登校児童・生
徒及び保護者へのカウンセリングを
通して心理的な支援を行うとともに、
市内の各学校・校内教育支援セン
ターと連携し、不登校の未然防止に
取り組む。

令和7年度
5,783人

59回

学校教育課

スクールカウンセラー
の配置

全ての小・中学校に配置し、児童・
生徒、保護者、教員へのカウンセリ
ングを実施し、学校だけでは解決で
きない問題の解決に繋げる。

結婚・出産・子育てしたいと思われる環境を構築する

3.2 教育環境の充実

施策内容
　子育て世代の定住を促進するため、子ども達が地域の中で心身ともに健全に成長できる本市らしい教育環境を構
築するとともに、食育と栄養バランスの観点による中学校給食の導入、確かな学力が身に付く学校教育の充実に取り
組みます。
　また、学校生活に対する不安の解消や、子ども達が事件・事故に巻き込まれない生活環境の構築に取り組みま
す。

巡回相談員の配置 校長を経験した1名の相談員が、全
ての小中学校を巡回し、学校への
助言や支援を行うことで、いじめ等
の問題解決にあたる。

経験豊富な相談員による的確なア
ドバイスにより、様々な課題に対し
て、早期に対応することができてい
る。

学校教育課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等

備　　考

特別支援教育支援員
の配置

特別支援教育支援員を全ての小中
学校に配置し、個別の状況に応じ
たきめ細やかな教育を推進する。

個々の教育的ニーズを把握し、特
別支援教育支援員の質・量ともに
充実をはかる。

学校教育課

61回
学校給食事
務所

担当課
少人数学級及び少人
数指導の充実

児童・生徒へきめ細やかに対応し、
個々に応じた指導を実施することに
より、基礎基本の定着、習熟度に応
じた教育が可能となる。

令
和
7
年
度
取
組
み

令和元年度
6,426人
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【資料１】
関連

-

Ｃ

-

Ｂ

-

-

-

-

-

令
和
7
年
度
取
組
み

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

学校給食における地
産地消の推進

教育総務課

小学校・中学校トイレ
洋式化事業

小学校・中学校のトイレの洋式化を
順次進めていく。

令和３年度までに小学校全1１校の
トイレ改修工事を実施、中学校全５
校は、令和５～７年度で改修工事を
実施し、小学校・中学校のトイレ洋
式化100％を完了。

教育総務課

学校給食において、地元産の食材
を使用した献立を提供する「大和郡
山の日」を毎月３～７回程度実施。
また、食育の日や全国学校給食週
間に、大和郡山カレーや郡山の野
菜たっぷりうどん等、特色のある献
立を提供している。

地元産の食材の利用拡大と合わせ
て、奈良県の伝統的料理や行事に
ちなんだ献立等、郷土料理も給食
に取り入れ、食育を推進してゆく。

学校給食事
務所

令和元年度までに、小学校４校の
外壁工事を実施した。引き続き厳し
い財政状況の中ではあるが、優先
順位を付け、工事費の予算確保に
努めていく。

道路管理部署・警察等と連携し、迅
速に対応できる体制づくりに努め
る。

教育総務課

スポーツ教育施設の
改修事業

小、中学校給食の実
施

平成27年度から学校給食を中学校
にも実施。成長期にある児童生徒
に安心安全で美味しく、栄養バラン
スに優れた給食を11小学校5中学
校に提供している。

安全安心で美味しい給食を提供し
てゆくため、小学校給食センターに
ついては調理、配送とも業者委託、
中学校給食センターについては調
理を直営、配送は業者委託により
実施している。今後も、より効率的
で安全な作業を進める。

学校給食事
務所

子どもを対象とした講
座の充実

地域において様々な知識・経験を
持つ講師の確保を図り、子どもを対
象とした講座を充実する。講座の安
定的な開催を実現するため、受益
者負担の適正化についても検討を
行う。

令和７年度は、中央公民館で「少年
少女合唱団」「少年少女卓球教室」
など４講座を開催し、その他の地区
公民館で「子どもの毛筆講座」「子ど
もの英語教室」など７講座を開催し
た。

中央公民館

図書館における電子
書籍の充実

令和２年度から導入した電子図書
館の「電子書籍コンテンツ」の充実・
継続を図る。

令和7年度末時点の電子書籍コン
テンツ数5,745点、貸出回数6,560
回、閲覧回数15,768回、郷土資料
243点。年々、利用者が減少してい
るため、見直しを検討。

図書館

学ぶ力を育てる教育
環境の充実

子どもたちが、既存の文献やイン
ターネット等を活用しながら、自ら課
題を設定し研究する調べ学習の力
を伸ばせるような環境の充実を図
る。（学校司書の配置や調べ学習
に関する講座の充実等）

令和7年度の学校司書は8人で、1
人２校担当により小学校１１校、中
学校５校の計１6校の学校を巡回支
援を行った。主なものとして、学校
図書館オリエンテーション（16校延
べ71回）、展示コーナー作成等（16
校延べ364回）、授業支援（１６校延
べ639回）を実施した。

図書館
学校教育課

通学路安全対策事業 通学路への注意看板を設置し、維
持管理を行う。

武道場、総合公園施設、地域ス
ポーツ会館の修繕、整備を行う。

老朽化が進む総合公園施設、武道
場、地域スポーツ会館の修繕、整
備を実施。

スポーツ推
進課

小中学校施設整備大
規模改修事業

建物の老朽化が激しく、抜本的な
改修を順次行っていく。
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業
関連

-

-

-

C

コミュニティバスの
利用者数

管理課

都市計画道路
城廻り線
街路事業の進捗率

令和元年度
88％

令和7年度
100％

令和元年度
36,144人

令和7年度
38,000人

29,008人

歩道のバリアフリー化
の実施距離

令和元年度
310ｍ

令和7年度
600ｍ

累計953m
（追加0m）

累計1,453ｍ
（R７追加500ｍ）

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循環を導く

4.1 公共交通環境の整備・充実

令和７年度
達成状況
（見込含む）

近鉄郡山駅周辺整備の基本設計を
実施するとともに、3件7ヵ所の事業
用地を取得した。また、新しく整備
する官民複合施設の共同開発事業
者選定を行い、新施設の整備に向
け協議を実施した。
引き続き、駅周辺整備の実施設
計、用地取得、官民複合施設の整
備を進めていく。

令和８年３月２６
日供用開始

28,484人
交通防犯対
策課

担当課指標

施策内容
　本市の定住都市としての魅力を保つため、関係する交通事業者と連携を図り、駅周辺の整備や市内を縦断する鉄
道網及びバス交通の利便性向上に取り組みます。
　また、中心市街地における城下町特有の自動車通行の不便さ解消など、都市計画道路をはじめとした主要道路の
拡幅・整備に取り組みます。

近鉄郡山駅周辺まち
づくり基本計画に基
づく事業の推進

近鉄郡山駅周辺まちづくり基本計
画に基づく事業の推進

まちづくり事
業課

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課

100%（用地）

駅周辺まち
づくり推進課

現状値 目標値
令和６年度
達成状況

リニア中央新幹線中
間駅設置の提案【再
掲】

リニアの効果により、奈良県はもとよ
り、広くは紀伊半島を中心とする広
域的な活性化の実現に向け、本市
への中間駅設置を提案する。

備　　考

令
和
7
年
度
取
組
み

企画政策課

都市計画道路整備等
事業

都市計画道路城廻り線（ＪＲ郡山）を
整備し、バイパス機能を持たせ通過
車両を分散させることにより、渋滞
問題を解消し、観光客や歩行者が
安心して歩くことができるまちなかを
形成する。

都市計画道路「城廻り線（ＪＲ郡山）」
の道路整備事業が完了した。
また、都市計画道路「筒井長安寺
線」の事業実施に向けて近鉄平端
駅周辺検討事業を展開しているとこ
ろである。

立地適正化計画に基
づく誘導施策の実施

計画、周知、届出制度を実施 令和6年3月に計画を改定した。計
画の周知を図っていく。

まちづくり戦
略課

期成同盟会総会を開催し、市民、
議会、行政が一体となったＰＲ活動
を展開し、県内の多くの市町村長に
より構成される「奈良県にリニア
を！」の会においては、県南部への
効果波及の最適地への中間駅設
置などの提言がなされた。

まちづくり事
業課

18



【資料１】
関連

-

-

A

-

-

B

福祉タクシー助成事
業

障害者手帳所持者（対象要件有り）
に対し、基本料金の内最大600円を
助成するタクシー券冊子（1人につ
き年間1冊、４８枚綴）を交付してい
る。

建設課

交通安全施設等整備
事業

交通安全対策や歩行者等の安全
確保のために、歩道整備、交通安
全施設（区画線、路面標示、カーブ
ミラー、ガードレール等）の整備工

事を行う。

障害福祉課

高齢運転者免許自主
返納推進事業

平成27年4月1日以後に運転免許
証を自主返納し、運転経歴証明書
の交付を受けた満65歳以上の人に
対して申請をすることで、商工会に
加盟している店舗で使用できる市
内共通商品券を交付する。

令和７年度は２７６件交付した。
年々増加する高齢運転者に対し、
免許自主返納等を推進していく。

交通防犯対
策課

交通安全施設（区画線3,680ｍ、点
字シート/ブロック529ｍ、ガードレー
ル等68ｍ、カーブミラー12箇所、ポ
ストコーン42本）を設置し、歩行者
等の安全確保に努めた。

管理課

交通防犯対
策課

管理課

令
和
7
年
度
取
組
み

駅周辺の歩道のバリ
アフリー化

大和郡山市バリアフリー特定計画
に基づき、大和郡山市内の駅前歩
道の切り下げ工事点字ブロック設置
工などのバリアフリー化工事を実施
する。

市内の公共施設と近鉄・ＪＲ郡山駅
間の巡回、また公共交通空白地域
の利便性を高めるため、計３路線の
運行を実施している。

令和7年度は705名がタクシー券の
交付を受け、6776枚の利用があっ
た。引き続き、手帳所持者には市広
報誌にて周知し、また手帳新規交
付者には交付時に周知する。

コミュニティバス運行
事業

計３路線について運行を行い、市
民の足の維持した。一方で収支率
や利便性の課題も出ており、今後
は停留所の再編基準を基に地元の
意向も汲み取りながら再編を目指
す。

市道整備等事業 「伊豆七条高野線ほか４路線道路
改良事業」として、事業用地を確保
し、バイパス整備を行うことで、地域
の活性化と渋滞緩和を図ることを目
的とした事業。

社会資本整備総合交付金を活用し
ながら前年度に引き続き道路新設
工事を行った。今後も同様に工事を
進めていく。

大和郡山市バリアフリー特定計画
に基づきJR郡山駅西側で500m区
域の点字ブロック設置や切り下げ等
歩道改良工事を行った。

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

D

３．実施事業
関連

A

-

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

自主防災組織数
令和元年度

238団体

令和7年度
全自治会315団

体
270団体 269団体 災害対策課

耐震化された消防団
団庫数

時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循環を導く

4.2 安全・安心なまちづくり

施策内容
　本市に定住・訪問、もしくは事業所を立地するための基本的な条件となるまちの安全・安心を確保するため、地域
自らの災害時の対応力向上や防犯力向上を支援するとともに、自然災害に強いまちづくりに取り組みます。
　また、市民が生涯にわたって地域の中で安心して暮らし続けられるよう、地域一体での福祉のまちづくりに取り組
みます。

災害対策課

認知症高齢者等SOS
ネットワーク事業の登
録機関数

累計20箇所 累計20箇所
地域包括ケ
ア推進課

耐震化済み
18箇所

耐震化済み
19箇所

公共下水道普及率
令和元年度

96.0%
令和7年度

96.6%
96.7% 96.8%

下水道推進
課

令和3年度から令和7年度まで
累計　25箇所

主な成果・今後の取り組み等 担当課

令和元年度
16箇所

令和7年度
19箇所

備　　考

令
和
7
年
度
取
組
み

自主防災組織の活動
支援

自主防災組織が防災活動に必要
な資機材等を購入した場合に、そ
の購入金額の1/2を補助すること
で、地域で行う自主的な防災活動
を支援する。

R７年度は本制度利用が２回目以
降の自主防災組織を対象とした補
助額の増額や対象経費の拡充を
行った。その結果、申請件数６２自
治会、決算額2,588,856円であっ
た。今後も地域の自主防災活動を
支援すべく周知を行う。

災害対策課

災害時要支援者シス
テムの充実

自ら避難することが困難な高齢者
や障害者などの情報を記載した名
簿を作成し、その名簿を平常時か
ら地域の支援者に提供することで、
支援を必要とする人が避難行動の
支援を受けやすくする。

Ｒ4年度に、市内約16000人の要支
援者に対し、個別避難計画の作成
や名簿記載への同意を求める文書
を送付し、個別避難計画は約1700
部、同意書は約3300部の提出が
あった。
Ｒ5年度からは、1人では避難計画
の作成も難しいと考えられる要支援
者のため、福祉専門職の協力のも
と個別避難計画作成の推進を行っ
ており、令和７年度には新たに３名
分を作成した。

災害対策課

事業名 事業概要
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【資料１】
関連

-

-

-

-

B

-

-

-

C

-

防犯カメラ設置の推
進

防犯カメラを設置する自治会に対
し、設置費用の一部を補助するも
の。

令和７年度は、２２自治会から防犯
カメラ設置補助事業の活用申請が
あり、希望自治会のすべてが補助
対象となった。計３３台の防犯カメラ
（交換９台含む）が設置された。地
域の防犯力の向上に寄与してい
る。今後も、設置希望に対応できる
よう事業を継続する。

総務課
交通防犯対
策課

令
和
7
年
度
取
組
み

主な成果・今後の取り組み等 担当課

BCP計画等、リスクマ
ネジメントに関する計
画の策定

多発化・激甚化する災害はもちろ
ん、新型コロナウイルス等、これま
でにない脅威が発生している中
で、市民への行政サービス提供を
継続するための方針を検討する。

地域防災計画と連携しながら、BCP
計画の策定を検討する。

引き続き非常食や生活物資の備蓄
をすすめるとともに、避難所での生
活環境の改善に役立つ物品の備
蓄をすすめる。

災害対策課

H30年度に市民安全メールのシス
テムを更新し、高齢者向けにメール
内容を音声合成して電話配信する
機能とＪアラート連携機能を追加し
た。Ｒ４年から、避難情報の発令時
に市の公式ＬＩＮＥとの連携も行い、
Ｒ７年度には市内１０箇所に設置し
た屋外拡声子局とも連携も行った。

災害対策課
交通防犯対
策課

公共下水道整備事業 公衆衛生上、生活環境改善の役割
を担っている下水道サ－ビスを住
民に提供するため未普及事業地域
の下水道整備を推進していく。

治水事業 雨水の本川流出を抑制する雨水貯
留浸透施設の適正な管理に努めて
おり、特に排水ポンプについては
機能を維持するため、策定した年
次計画に従い、毎年更新を進めて
いく。

雨水貯留浸透施設の適正な管理
に努め、JR郡山駅東雨水調整池の
排水ポンプの更新を実施した。今
後も年次計画に基づき、ポンプの
機能維持に努めていく。

建設課

令和７年度事業として、外川町等に
おいて約0.6kmの工事を実施した。

消防分団団庫の年次
的な建替

昭和56年の新耐震化基準以前に
建設された消防団庫に関して、優
先順位をつけて計画的に建替工事
を行う。

R７年度に、第三分団庫の建替えが
完了したため、当初計画していた
19箇所の分団庫の建替え工事は
完了。

災害対策課

奈良県広域消防組合
における消防・救急
体制の充実

消防団員健康診査へ
の助成

職場等で健康診断を受ける機会の
ない団員が健康診査を受信する場
合、受診費用に対して10,000円を
上限として補助金を交付し、健康維
持管理の推進を図る。

防災コンテナ、備蓄
品等の充実

各世帯での食料等備蓄の呼びか
けを基本としつつ、最低限必要とさ
れる被災者への供給食料・生活物
資等の備蓄品の整備に努める。

防災情報や不審者情
報を登録者に配信す
る市民安全メールの
充実

気象情報や地震速報などの防災
情報や注意が必要な不審者情報
を登録された携帯電話やパソコン
にメール配信する。

事業名 事業概要

R7年度は11名の消防団員に健康
診断の助成を行った。今後も消防
団員の健康維持のため継続する。

災害対策課

組織体制及び財政基盤のスケール
メリットを活かし、災害に対して迅速
かつ効果的に対応する。

大規模災害や特殊災害に対応す
るため、初動体制の強化や高度化
した救急救助技術の習得など、消
防体制の充実を図るとともに、消防
団との連携を図った。

災害対策課

河川整備事業（市内
一円及び特定排水路
の維持補修及び浚渫
工事等）

市民の生活環境の維持・向上を図
るため、河川（排水路）の維持補修
工事や浚渫工事を実施する。

新町、量川の改修工事及び鷺池遊
散歩スロープの舗装工事を行っ
た。

管理課

下水道推進
課

企画政策課
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【資料１】
関連

D

認知症高齢者等SOS
ネットワーク事業

認知症が原因で行方不明になる恐
れのある高齢者等の身体的特徴な
どをあらかじめ登録し、市・警察等と
共有している。また、交通や金融機
関等の事業所に、行方不明事案が
発生した時に日常業務の一環で地
域の見守りに協力するSOS協力機
関への登録をすすめている。

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
令
和
7
年
度
取
組
み

認知症は誰もがなり得るものであ
り、認知症になっても安心して住み
慣れた地域で暮らすことのできる、
認知症バリアフリーまちづくりを推
進するためには、認知症への理解
を深める啓発活動や地域の見守り
体制の拡充が必要である。

地域包括ケ
ア推進課
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【資料１】

１．施策体系

２．重要業績評価指標（ＫＰＩ）

KPI
関連

A

B

C

３．実施事業 .
関連

-

B

-

大和郡山市　まち・ひと・しごと創生総合戦略　検証シート

総合戦略

基本目標

施策

時代に合った安全・安心な地域づくりと地域資源の有効活用により好循環を導く

4.3 持続可能な公共施設マネジメントの推進

総務課

R7道路施設長寿命化修繕計画の
更新と土橋の補修工事を行った。
また、R6～城廻り跨線橋橋梁補修
工事を行っておりR8に完了予定で
ある。

管理課

指標 現状値 目標値
令和６年度
達成状況

令和７年度
達成状況
（見込含む）

担当課

耐震補強工事
実施施設数

下水道推進
課

1箇所 1箇所 財政課
令和3年度から令和7年度まで
累計実施施設数　　　4箇所

下水道ストックマネジ
メント計画に基づく改
築実施延長

橋梁耐震補強及び長
寿命化事業

大和郡山市橋梁個別施設計画及
び大和郡山市橋梁長寿命化計画
に基づき、災害発生時の輸送路の
確保や橋梁の長寿命化を目的とし
て、橋梁の耐震化工事及び補修工
事を行う。

公共施設等総合管理
計画に基づく事業の
推進

公共施設等の実態把握、課題認識
とともに持続可能な行政サービスを
維持するため、中長期的な視点か
ら公共施設等のマネジメントを進め
て行くための基本方針を定める。

令和3年度から令和7年度まで
累計実施延長　　　2,400ｍ

公共施設等長寿命化
事業実施件数

市内一円の市道維持
補修事業

市道のなかでも特に交通量の多く、
舗装の劣化が激しい箇所の舗装補
修工事を実施する。

令和3年度から令和7年度まで
累計件数　　　10箇所

累計12箇所
（追加1箇所）

累計13箇所
（追加1箇所）

工務課
まちづくり事
業課
管理課

累計211.3 m 累計661.2m

備　　考

R２年度中に策定をした個別施設計
画をふまえ、R3年度に総合管理計
画の見直しを行った。

施策内容
　公共施設や社会基盤施設等の適切な維持・管理と、時代に即した新たな整備や用途見直し等を計画的に進める
ため、市役所庁舎の建替検討をはじめ、清掃センターや衛生センターの安全且つ効率的な運転管理、各種公共施
設や社会基盤施設の耐震及び改修・維持補修事業などに取り組みます。
　また、“経済財政運営と改革の基本方針2015”に示されている「公的サービスの産業化」の潮流を踏まえ、地域の持
続的発展に資する官民連携の可能性を検討します。

令
和
7
年
度
取
組
み 管理課市内一円の劣化が激しい等優先度

の高い所から舗装補修工事を行っ
ている。特に交付金を使用して市道
城小泉線の補装補修工事に注力し
た。

事業名 事業概要 主な成果・今後の取り組み等 担当課
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関連

B

A

C

A

・郡山ポンプ場沈砂池施設の改築
更新（土木・電気設備・機械設備）
の建設工事を令和６年度から令和８
年度の３ヶ年で実施予定である。
・令和７年度事業として高田町地内
等においてマンホール蓋取替工事
を実施した。

下水道推進
課

治道認定こども園耐
震補強工事事業

治道認定こども園園舎は、平成２３
年の認定こども園移行時の増築部
分以外については、耐震基準を満
たしておらず、園児の安心安全を確
保のため、耐震補強工事を実施す
る。

都市公園長寿命化事
業

都市公園施設を中長期的な維持管
理・更新等コストの算定により計画
的なメンテナンス・トータルコストの
縮減・平準化、また定期的点検によ
る危険予測を踏まえた施設安全性
の確保等を安定した水準で構築、
継続的な発展を目的とする。

庁舎建設事業 老朽化し、低い耐震性のため建替
えする新庁舎の建設により、旧庁舎
の耐震不足問題を改善することを
目的とする。

下水道管路施設及び
ポンプ場施設改築事
業

既存の下水道施設（管路施設・郡
山ポンプ場等）の改築更新を計画
的に推進し、基盤強化に進めてい
く。

総合公園施設ならっきー球場（市営
球場）のベンチ及びスコアボードの
改修を行った。
九条公園のランニングコースの改修
及び、九条公園施設のプール槽の
更新工事を予定している。

まちづくり事
業課

事業名 事業概要

高い耐震性と安全性に優れた庁舎
を目指し、安心して利用できる庁舎
の建設を進めてきた。令和４年３月
に新庁舎棟と倉庫棟が、令和５年６
月に交流棟、外構工事、駐車場整
備が完了し、本事業を終了した。

総務課

令
和
7
年
度
取
組
み

主な成果・今後の取り組み等 担当課

令和６年度に耐震補強工事が完了
し、公共施設としての安全性を確保
することができた。

保育支援課
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